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ⅠⅠ  事事業業報報告告  

令和７年度は「第６次中期経営計画(令和７年～令和９年)（以下、６次中計という。）」の初年度にあたり、

中長期Ｖｉｓｉｏｎの「当社の情報サービスでＪＡグループ北海道を豊かにする」を継承するとともに、新た

にサブＶｉｓｉｏｎ「アナログで信頼を、デジタルで貢献を」を掲げ、当社が果たすべき使命・役割となる４

つの「主要取組事項1」を主軸に、本計画の着実な実践に努めてまいりました。 

「全道共用システム（Ｄ－Ｓｙｓｔｅｍ）の構築」では、十勝管内２１ＪＡ（令和７年度９ＪＡ、令和８年度

１２ＪＡ本稼働）を対象に、システム説明・移行作業および本稼働対応を十勝農協連およびＪＡ北海道中央会、

各連合会と連携し取り組んでまいりました。 

また、１０月に開催された全道農協常務参事会議にて、ＪＡ版ＤＸの全体的な方向性が示されたこと、「標準

業務フロー整備」、「推奨システムの整理」が承認されました。推奨システムとＤ－Ｓｙｓｔｅｍと連携すること

で、新たな価値創出の実現により、「ＪＡ事務作業の効率化、省力化、ＩＴトータルコスト低減」に寄与できる

よう取り組んでまいりました。 

さらに、ＪＡ経営基盤強化支援プロジェクトでは、「購買受発注システム見直し」、「三票電子化」についてＪ

Ａヒアリングの結果より課題を抽出し、対策を協議してまいりました。 

第４次統合ネットワーク関連では、ＪＡ・連合会で使用している専用回線サービスの終了に伴い、新たな専用

サービスへの移行に向けＪＡ北海道中央会と連携して取り組んでまいりました。 

 
1 主要取組事項（６次中計） 

事業戦略：全道共用システム（Ｄ－Ｓｙｓｔｅｍ）構築／第四次拡充システムの安定稼働とＪＡ経営基盤強化支援対応／安心安全かつ利便性の高いネットワークサービスの提供 
人材投資：全ての人材が力を発揮できる環境整備と自発的に行動（挑戦できる）人材の育成強化 経営基盤強化：労働生産性向上／サステナブル経営／最適な体制づくり 
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１１．．事事業業別別概概況況  

（（１１））営営業業所所にに関関すするる事事項項  

訪問活動を主軸とした営業所運営として、より近い距離感で現場の声に寄り添いながら、提供サービスの効率的な利用方法やＪＡ

現場の事務効率向上、事務コスト負担軽減に向けた提案を本社と一体となり実践いたしました。 

また、ＪＡ・組合員の現場ニーズを的確に把握し、時代に沿ったソリューションの提案に努めるとともに、各地区ＪＡ間における

情報共有と幅広い意見交換の機会を通じ、各地区の特性に寄り添った支援強化を図ってまいりました。 

さらには、ＪＡ経営基盤強化支援プロジェクト案件の新規導入および定着化に向け、関係各連および本社と連携し取り組んでまい

りました。 

  

（（２２））業業務務にに関関すするる事事項項  

総合問合せ窓口機能の強化、次期システム構想への対応、十勝管内ＪＡのシステム移行支援を中心に、各種施策を推進してまいり

ました。 

令和５年度に実施した問合せ対応窓口の本社移管により業務効率化を一層進めるとともに、ＪＡグループ北海道の一体的な取組で

ある「ＪＡ経営基盤強化支援プロジェクト」に継続的に参画し、事務効率向上・作業負担軽減・事務コスト削減に資するシステムの

開発・機能拡充に取り組んでおります。 

また、十勝地区における当社システムの導入決定を受け、関係団体と連携のもと、移行作業を本格化させております。 
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（（３３））運運用用にに関関すするる事事項項 

第四次拡充システムおよび第４次統合ネットワーク等の安定的な稼働に向けて、適切な機能改善ならびに運用体制の維

持に努めてまいりました。 

第四次拡充システム機器更新（令和９年１月稼働）につきましては、より安全、安心な更新作業の実施、およびトータル

コスト低減を目的として、令和７年５月よりプロジェクトを開始しました。 

また、第４次統合ネットワークで利用中の専用線（ＮＴＴ東日本提供）につきましては、現行の専用線サービス（ビジネ

スイーサワイド）が終了（令和１０年３月末）いたしますので、新たな専用線サービス（インターコネクテッドワン）への

移行に向けた対応を、ＪＡ北海道中央会と連携し計画的に実施しております。 

 

 

（（４４））総総務務にに関関すするる事事項項  

事業運営全般に係る事務処理の統括部署として、各部署との調整・連携により厳正な予算の執行および統制に取り組ん

でまいりました。 

「人事制度の見直し」では、社員がより公正な評価を得られるよう「評価基準」の明確化、頑張れば昇格できる昇格基準

の見直しとともに、賃金制度においても人事制度との整合性を図った見直しを行いました。 

採用活動では、各種合同説明会への出展をするとともに、初めてインターンシップへの出展・会社見学会の開催を行っ

た結果、３月中に内定者を確保することができました。 

引き続き、優秀な人材の確保に向けインターンシップと大学訪問を継続して取り組んでまいります。 
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（（５５））経経営営企企画画にに関関すするる事事項項  

第６次中期経営計画（令和７年度～令和９年度）の初年度にあたり、第３１回ＪＡ北海道大会の決議事項に則り、デジタル技術を

活用した業務の効率化・生産性向上の追求として、ＪＡグループ北海道から期待される役割を意識した中で中期計画の取組事項とし

ている、「全道共用システム（呼称：Ｄ－Ｓｙｓｔｅｍ）の構築」「標準業務フローの確立」「デジタル活用（ＤＸ）の促進」の進捗管

理と部署間調整および支援を行ってまいりました。 

また、中長期視点での当社の経営課題を見える化し、対策を検討するなど、経営の健全性向上と安定経営に努めてまいりました。 

加えて、第６次中期経営計画で、新たに掲げたサブＶｉｓｉｏｎである『アナログで信頼を、デジタルで貢献を』を旗印に全社一

丸となってＪＡ訪問・ＪＡＩＴ課題対応、デジタル技術活用のＤＸ対応に取り組みました。 

  

（（６６））内内部部監監査査にに関関すするる事事項項  

内部統制（けん制）の適切な整備・運用と、健全な組織風土・体制に向けた取り組みを実践いたしました。 

内部監査では、各部署に対して業務監査（情報セキュリティ監査含む）や会計監査などを実施し、必要な改善対策等の協議と是正

を行ってまいりました。 

コンプライアンス推進活動の充実・強化では、全社員向けに「コンプライアンス研修※１」を開催したほか、四半期ごとにコンプラ

イアンステーマを設定、社員一人ひとりのコンプライアンス意識を刺激し、理解・浸透・定着をはかる活動（啓発カレンダー、サイ

ネージコンテンツ、コンプライアンスマガジンの制作と情報発信など）に努めてまいりました。 

※１ 研修タイトル ： コンプライアンスって美味しいの？ ～知らないと、ちょっと苦いかも。でも、知ると後味は『安心』です。～ 
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（（７７））設設備備投投資資のの状状況況  

当事業年度の設備投資等の額は、41,980 千円であり、次のとおりです。      

・統合ネットワーク設備更新 3,480 千円 

・第四次システム基幹サーバ増強 23,500 千円 

・ＪＡ経営基盤強化（業務効率化） 15,000 千円 

                

  

  

（（８８））資資金金調調達達のの状状況況  

設備投資に必要な資金、その他所要資金は自社資金によって充当いたしました。 
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（（９９））当当社社がが対対処処すすべべきき重重要要なな課課題題とと対対応応方方針針  

①全道共用システム（呼称：Ｄ－Ｓｙｓｔｅｍ）構築に向けたＪＡ事務の標準化 

第３１回ＪＡ北海道大会の決議事項である基本目標「デジタル技術を活用した業務効率化・生産性向上の追求」に則り、

当社の第６次中期経営計画では「全道共用システム（呼称：Ｄ－Ｓｙｓｔｅｍ）の構築」「標準業務フローの確立」「デジタ

ル活用（ＤＸ）の促進」を重点取組事項として掲げております。 

この重点取組事項の実現に向けて、ＪＡ現場のニーズ・課題深掘りとデジタル技術を活用した対策提案も踏まえ、ＪＡグ

ループ北海道の全体最適を図り、事務効率化とコスト低減となる対応をＪＡ・各連合会と連携を密に取り、対応を進めてま

いります。 

 
②ＪＡ業務実態の深掘りとデジタル技術を活用した対策提案できる人材育成 

少子高齢化、人口減少による人材不足により、デジタル活用（ＡＩ技術、ＤＸ推進）での改善ニーズは急激に増加する一

方、ＪＡ業務実態を深く理解したうえで運営上の課題の本質を把握し、デジタル技術を活用し、「業務効率化・トータルコ

スト低減」に向けた改善と対策提案ができるＩＴ人材が不足しております。 

ＪＡグループ北海道のＩＴ企業として、ＪＡ訪問による業務実態の深掘りと、長期に渡るＪＡ基幹システム運営経験を活

かした中で、多様化するＪＡ・組合員ニーズの本質をとらえ、対策提案ができる人材の育成に努めてまいります。 
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（（１１００））財財産産おおよよびび損損益益のの推推移移  

               （単位：千円） 

 
第 13 期 

令和 5 年 3 月期 

第 14 期 

令和 6 年 3 月期 

第 15 期 

令和 7 年 3 月期 

第 16 期(当期) 

令和 8 年 3 月期 

売上高 2,354,403 2,384,017 2,340,238 2,465,775 

営業利益 200,799 174,564 106,886 135,303 

経常利益 199,253 170,395 103,703 132,035 

当期純利益 137,697 116,700 68,715 90,204 

総資産 2,947,649 3,093,014 3,091,521 3,353,893 

純資産 2,507,289 2,623,989 2,692,705 2,782,908 
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２２．．主主なな処処理理事事項項  

月・日(期間) 処理事項および行事 場  所  月・日(期間) 処理事項および行事 場  所 
４月 １日 令和７年度事業開始社長訓示/辞令交付 自社  １０月 ８日  令和７年度上半期会計監査 自社 

 １０日 令和８年度第１回採用面接 自社   ２０日 管理職研修 自社 
 １１日 令和６年度決算会計監査（中央会の内部監査） 自社   ２１日 第２四半期実績検討会/第３回コンプライアンス委員会 自社 
 １８日 期首実績検討会／第１回コンプライアンス委員会 自社   ２２日 令和７年度上半期監査役監査 自社 
 ２１日 令和６年度決算監査役監査 自社   ２７日 第２回全道農協常務参事会議 北農ビル 
 ２３日 第一回取締役会 北農ビル  １１月 ４日 令和８年度中途採用面接 自社 

５月 ９～１９日 地区別農協組合長会議 各地区   ６～７日 第２回ＩＴ統制評価 自社 

 １５～１６日 全国センター協議会役員会 群馬県   １２～１３日 令和７年度東北・北海道センター協議会 山形県 

 ２８日 第１回全道農協常務参事会議 北農ビル   １８日 第四回取締役会 北農ビル 

６月 ３日 令和８年度第２回採用面接 自社   １９日 農協法公布記念日 自社 

 １３日 第１５回定時株主総会 かでる２．７   ２７日 第２回評価者研修 自社 

 １３日 第二回取締役会 かでる２．７  １２月 １～２日 センター協研究会 第１回 東京都 

７月 1 日 新入社員本採用辞令交付式 自社   ４～５日 企業間連携（第３回） 宮崎県 

 ２２日 第１四半期実績検討会／第２回コンプライアンス委員会 自社（Web 開催）   １２日 システム検討委員会 北農ビル 

 ２４～２５日 ＩＳＭＳサーベイランス審査 自社   １８～１９日 東北相互支援検討部会研究会 秋田県 

 ２８～２９日 第１回ＩＴ統制評価 自社  １月 ８～９日 センター協研究会 第２回 東京都 

 ３０～３１日 ＪＡセンター協議会令和７年度定期総会 ＪＡビル   １４～１５日 東北北海道中央会システム部課長会議 青森県 

 ３０～３１日 第２１回東北・北海道相互支援等検討部会 秋田県   ２３日 第３回四半期実績検討会/第４回コンプライアンス委員会 自社 

８月 ２２日 第１回評価者研修 自社  ２月 ２日 第五回取締役会 北農ビル 

 ２６日 第三回取締役会 北農ビル   ２日 第３回全道農協常務参事会議 北農ビル 

 ２８日 ビジネス文書研修 自社   １２～１９日 地区別組合長会議 各地区 

９月 ２日 コンプライアンス研修 自社   １８日 東北・北海道相互支援検討部会 Web 参加 

 ３～５日 システム検討委員会（道外視察） 自社    ２５～２６日 全国センター協役員研修会 ＪＡビル 

 １１日 上級職役割認識研修 自社  ３月 １９日 令和９年度第１回採用面接 自社 
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３３．．株株主主総総会会  

  開催期日 付 議 事 項 

令和７年 ６月１３日 第１５回定時株主総会 

・株主の総数   108 名 ・発行済株式の総数 9,800 株 ・議決権を行使できる株主の総数 108 名  

・同議決権の数 9,800 個 ・出席株主数     101 名 ・出席株主の議決権の数    8,644 個 

 

議案第１号 令和６年度事業報告および計算書類と附属明細書の承認について 

議案第２号 剰余金の処分について 

議案第３号 第６次中期経営計画の設定について 

議案第４号 令和７年度事業計画ならびに収支予算の設定について 

議案第５号 取締役の補欠選任について 

議案第６号 令和７年度取締役および監査役の報酬額の決定について 

議案第７号 役員の退職慰労金の支給について 
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４４．．取取締締役役会会  

  開催期日 付 議 事 項 

令和７年 ４月２３日 

第一回取締役会 

１．令和６年度 事業報告および計算書類と附属明細書について 

２．第６次中期経営計画の策定について 

３．令和７年度 事業計画ならびに収支予算の設定について 

４．令和７年度の主な費用支出および関連する契約の締結について 

５．システム開発に係る委託契約の締結について 

６．第１５回定時株主総会の招集について 

７．規程類の改定について 

８．令和７年度 経営定期点検実施計画について 

９．令和７年度内部監査計画について 

１０．第四次拡充システム機器更新作業の実施について 

１１．利益相反取引となる統合ネットワーク利用契約に関わる覚書の再締結について 

令和７年 ６月１３日 
第二回取締役会 

１． 令和７年度 役員報酬の配分について 

令和７年 ８月２６日 

第三回取締役会 

１． 役員退職慰労金の支給について 

２． 規程類の改定について 

３． 十勝管内ＪＡ第四次拡充システム移行に伴う機器増強について 

４． 帯広営業所新設ならびに営業所名称の変更について 

令和７年１１月１８日 
第四回取締役会 

  付議事項なし 

令和８年 ２月 ２日 

第五回取締役会 

１． 規程類の改定について 

２． 第四次拡充システム機器更新ステップ２の実施について 
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５５．．株株主主おおよよびび株株式式  

 
（（１１））発発行行可可能能株株式式数数        ９９，，８８００００株株                  （（２２））株株主主数数・・発発行行済済株株式式数数 

    （株式額面 ５万円） 

           年 次 

区 分 

前年度末 

現在 

本年度計画（４月１日現在） 

増加 減少 期末 

農 業 協 同 組 合 
株 主 数 １００ ０ ０ １００ 

株 式 数 ５，８５１ ０ ０ ５，８５１ 

各 連 合 会 
株 主 数 ８ ０ ０ ８ 

株 式 数 ３，９４９ ０ ０ ３，９４９ 

合 計 
株 主 数 １０８ ０ ０ １０８ 

株 式 数 ９，８００ ０ ０ ９，８００ 

 
（（３３））株株主主おおよよびび持持株株数数  

農業協同組合（上位 10 名の株主の状況）    中央会・各連合会   

株主名 持株数 持株比率  各連合会 持株数 持株比率 

新 函 館 農 業 協 同 組 合 ３１５ ３．２１％  ホ ク レ ン 農 業 協 同 組 合 連 合 会 １，９６０ ２０．００％ 

き た み ら い 農 業 協 同 組 合 ２８０ ２．８６％  北 海 道 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 ９８０ １０．００％ 

札 幌 市 農 業 協 同 組 合 ２４４ ２．４９％  全 国 共 済 農 業 協 同 組 合 連 合 会 ９８０ １０．００％ 

き た そ ら ち 農 業 協 同 組 合 ２３１ ２．３６％  根 室 生 産 農 業 協 同 組 合 連 合 会 １７ ０．１７％ 

ふ ら の 農 業 協 同 組 合 ２１８ ２．２２％  北 海 道 厚 生 農 業 協 同 組 合 連 合 会 ９ ０．０９％ 

よ う て い 農 業 協 同 組 合 ２０４ ２．０８％  北 海 道 農 業 協 同 組 合 中 央 会 １ ０．０１％ 

い わ み ざ わ 農 業 協 同 組 合 １９２ １．９６％  北 空 知 広 域 農 業 協 同 組 合 連 合 会 １ ０．０１％ 

道 央 農 業 協 同 組 合 １７２ １．７６％  美 幌 地 方 広 域 農 業 協 同 組 合 連 合 会 １ ０．０１％ 

る も い 農 業 協 同 組 合 １５４ １．７６％     

あ さ ひ か わ 農 業 協 同 組 合 １５１ １．５４％     
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６６．．会会社社役役員員にに関関すするる事事項項  

  

役    職 氏  名 出身団体および役職  
役 員 期首現在 

異 動 
本年度末 

代 表 取 締 役 社 長  井  功 Ｊ Ａ 北 海 道 中 央 会 代表理事会長  増 加 減 少 

代 表 取 締 役 常 務 髙 橋 和 則 学 識 経 験 者   常 勤 取 締 役 1 0 0 １ 

取 締 役 中 村 静 男 Ｊ Ａ 道 北 な よ ろ 常務理事  非 常 勤 取 締 役 6 1 1 6 

〃 毛 利 好 隆 Ｊ Ａ む か わ 理事兼務参事  非 常 勤 監 査 役 2 0 0 2 

〃 柴 田 倫 宏 Ｊ Ａ 北 海 道 中 央 会 専務理事  合計 9 1 1 9 

〃 前 本 政 道 ホ ク レ ン 代表理事常務       

〃 山 本 純 司 Ｊ Ａ 北 海 道 信 連 総務部長       

監 査 役 小 川 秀 幸 Ｊ Ａ 北 海 道 厚 生 連 代表理事専務       

〃 佐 藤  久 全 共 連 北 海 道 本 部 本部長       

  

７７．．営営業業所所                                                                                            ８８．．社社員員のの状状況況  

  

区  分 所   在   地  区 分 期首 当期増加 当期減少 期末 

本  社 
札幌市豊平区福住１条４丁目１３番１３号  正社員 62 （2） 3 2 63 （2） 

北海道信連事務センター内 嘱託者 4 （2） 0 0 4 （2） 

営 業 所 

道  南 札幌市中央区北４条西１丁目１番地 共済ビル内  合計 66 （4） 3 2 67 （4） 

道  央 岩見沢市５条西５丁目２番地１   空知農業会館内  ※（）内はうち出向者    

道  北 旭川市宮下通４丁目２番５号    ＪＡ上川ビル内         

道  東 北見市とん田東町６１７番地    オホーツクＪＡ Bldg.内         
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Ⅱ 計 算 書 類 等 

１１．． 貸貸 借借 対対 照照 表表  

令和８年３月３１日 現在  
 

科  目  金  額   科  目  金  額 

  資資産産のの部部        負負債債のの部部  

流流動動資資産産  22,,119966,,222288,,443399    流流動動負負債債  443388,,662277,,557700  

現金および預金 2,035,208,356 未払金 278,899,491 

未収金 154,910,067 未払法人税等 29,297,500 

貯蔵品 512,000 未払消費税 12,359,300 

前払費用 5,598,016 仮受金 6,707,021 

  賞与引当金 64,220,000 

     リース債務  45,637,258  

     前受収益 1,507,000 

固固定定資資産産  11,,115577,,666644,,446644    固固定定負負債債  113322,,335566,,999966  

有形固定資産 184,769,243 未払退職給付金 11,457,570 

無形固定資産 118,587,939 退職給付引当金 84,648,549 

建設仮勘定 433,048,000 役員退職慰労引当金 9,020,000 

  開発仮勘定 354,950,750 リース債務 27,230,877 

投資その他資産 66,308,532   負負  債債  合合  計計  557700,,998844,,556666  

外部出資金 100,000   純純資資産産のの部部 

社員貸付金 2,880,000   株株主主資資本本  22,,778822,,990088,,333377  

差入保証金 213,000 資本金 490,000,000 

繰延税金資産 49,520,067 利益剰余金 2,292,908,337 

長期前払費用 13,595,465 利益剰余金 2,292,908,337 

     経営強化積立金 1,500,000,000 

  内   繰越利益剰余金 792,908,337 

  訳 （うち前期繰越利益剰余金） 702,704,666 

  （うち当期純利益） 90,203,671 

  純純  資資  産産  合合  計計 22,,778822,,990088,,333377  

資資  産産  合合  計計 33,,335533,,889922,,990033    負負債債・・純純資資産産合合計計  33,,335533,,889922,,990033  

（単位：円） 
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２２．． 損損    益益    計計    算算    書書  

自 令和７年４月１日 至 令和８年３月３１日 
                                        （単位：円） 

科科    目目 計計  画画 決決算算額額 増増  減減  

売売上上高高 22,,449933,,553311,,000000 22,,446655,,777744,,770000 △2277,,775566,,330000  

第四次拡充システム利用料 1,432,466,000 1,428,525,497 △3,940,503  

ネットワーク利用料 662,854,000 637,519,341 △25,334,659  

ＩＴ化支援料 396,889,000 396,520,637 △368,363  

システム受託・開発料 1,322,000 3,209,225 1,887,225  

売売上上原原価価 11,,222255,,330099,,000000 11,,222266,,551144,,227766 11,,220055,,227766  

 賃借費 15,310,000 15,348,000 38,000  

 償却費 80,240,000 75,606,775 △4,633,225  

ソフト償却費  52,626,000 50,881,288 △1,744,712  

機器諸費 774,202,000 727,795,031 △46,406,969  

ＩＴ化支援費 302,931,000 356,883,182 53,952,182  

売売上上総総利利益益 11,,226688,,222222,,000000 11,,223399,,226600,,442244 △2288,,996611,,557766  

販販売売費費  ・・  一一般般管管理理費費 11,,112222,,119911,,000000 11,,110033,,995577,,227788 △△1188,,223333,,772222  

事業直接費 360,665,000 326,668,035 △33,996,965  

事業管理費 761,526,000 777,289,243 15,763,243  

営営業業利利益益  114466,,003311,,000000  113355,,330033,,114466  △△1100,,772277,,885544   

営営業業外外収収益益  228800,,000000  55,,225577,,225555  44,,997777,,225555   

営営業業外外費費用用  66,,008800,,000000  88,,552255,,776644  22,,444455,,776644   

経経常常利利益益  114400,,223311,,000000  113322,,003344,,663377  △△88,,119966,,336633   

特特別別利利益益  00  00  00   

特特別別損損失失  00  00  00   

税税引引前前当当期期純純利利益益  114400,,223311,,000000  113322,,003344,,663377  △△88,,119966,,336633   

法法人人税税等等  5522,,773300,,000000  4411,,883300,,996666  △△1100,,889999,,003344   

当当期期純純利利益益 8877,,550011,,000000 9900,,220033,,667711 22,,770022,,667711  
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３３．． 株株 主主 資資 本本 等等 変変 動動 計計 算算 書書  

    
自 令和７年４月１日 至 令和８年３月３１日  

（単位：円） 
 

株   主   資   本 
純資産 
合 計 

  
資本金 

利 益 剰 余 金 
株主資本 
合  計 

利 益 

準備金 
その他利益剰余金 利益剰余金 

合   計 経営強化積立金 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 490,000,000 0 1,500,000,000 702,704,666 2,202,704,666 2,692,704,666 2,692,704,666 

当 期 変 動 額        

経営強化積立金        

当 期 純 利 益    90,203,671 90,203,671 90,203,671 90,203,671 

当期変動額合計 0 0 0 90,203,671 90,203,671 90,203,671 90,203,671 

当 期 末 残 高 490,000,000 0 1,500,000,000 792,908,337 2,292,908,337 2,782,908,337 2,782,908,337 
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４４．． 個個  別別  注注  記記  表表  

[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

1.棚卸資産の評価基準および評価方法 

棚卸資産（貯蔵品）の期末評価は、先入先出法による原価法  （収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法） 
 

2.固定資産の減価償却方法 
（１）有形固定資産 

・建物附属設備  平成１９年３月３１日以前に取得したものは旧定率法、平成１９年４月１日以後に取得したものは定率法、平成２

８年４月１日以降取得したものについては、定額法を採用しております。 
・上記以外    平成１９年４月１日以後に取得したものは定率法を採用しております。なお、耐用年数および残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 
（２）無形固定資産 

・自社利用目的のソフトウェア  社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法を採用しております。 
・その他            定額法を採用しております。 

（３）リース資産 
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 : 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 ： リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 

3.引当金の計上基準 
（１）賞与引当金    社員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当該事業年度分を計上しております。 
（２）退職給付引当金  社員の退職給付に備えるため、当該事業年度末の要支給額から特定退職金共済制度の給付金額と未払退職給付金を差

し引いた金額を計上しております。なお、当共済制度は「一般財団法人全国農林漁業団体共済会」（以下、「ＪＡ全国共済

会」という）が運営しているものです。  
4.その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

（１）消費税等の会計処理  消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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〔貸借対照表に関する注記〕                                  〔退職給付に関する注記〕 
１．有形固定資産の減価償却累計額  

１，１２１，３２０，７２８円 
１．採用している退職給付制度の概要 

 職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度に加え、 
〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 同規定に基づき退職給付の一部に充てるため、ＪＡ全国共済会との契約によるＪＡ 
１．発行済株式に関する事項   普通株式 ９，８００株 退職給付制度を採用しています。 
２．配当に関する事項      該当事項はありません。 なお、退職給付債務・退職給付費用の計算に係る期末要支給額を退職給付債務と 

 する方法を用いた簡便法を適用しています。 
〔税効果会計に関する注記〕 （１）退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付 
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な発生原因別の内訳 引当金の調整表 

繰延税金資産  ① 退職給付債務            △４８４，９２４，８００円 
賞与引当金損金不算入額    ２０，１０７，２８２ ② 特定退職共済制度（ＪＡ全国共済会）   ３８８，８１８，６８１ 
未払事業所税            ５２７，１６６ ③ 未払退職給付金（旧組織分）       １１，４５７，５７０ 
未払事業税           ２，３８２，１５９ ④ 未積立退職給付債務（①~③の計）    △８４，６４８，５４９ 
退職給付引当金損金不算入額  ２６，５０３，４６０ ⑤ 貸借対照表計上額純額         △８４，６４８，５４９ 
役員退職慰労引当金損金不算入額 ２，８２４，１６２ ⑥ 退職給付引当金            △８４，６４８，５４９ 
減価償却超過額                  ０ （２）退職給付費用およびその内訳項目の金額 
繰延税金資産小計           ５２，３４４，２２９ ① 勤務費用                 ６，８３５，２０１ 
評価性引当額                 △２，８２４，１６２                   合計 ６，８３５，２０１ 
繰延税金資産合計        ４９，５２０，０６７  
繰延税金資産の純額       ４９，５２０，０６７ ［１株当たり情報に関する注記］ 

 １．一株当たり純資産額            ２８３，９７０円.２３銭 
 ２．一株当たり当期純利益             ９，２０４円.４５銭 
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５５．． 附附  属属  明明  細細  書書  
 
 
 

 

（単位：円）

区分 資産の種類 期首帳簿価格 当期増加 当期減少 当期償却額 期末帳簿価格 減価償却累計額

建 物 付 属 設備 10,266,219 5,430,000 0 5,105,738 10,590,481 35,447,273

工 具 器 具 備品 81,062,347 23,153,375 0 29,557,477 74,658,245 980,676,172

リ ー ス 資 産 140,464,077 0 0 40,943,560 99,520,517 105,197,283

建 設 仮 勘 定 0 433,048,000 0 0 433,048,000 -

計 231,792,643 461,631,375 0 50,881,288 617,817,243 1,121,320,728

ソ フ ト ウ ェア 169,469,227 0 0 50,881,288 118,587,939

開 発 仮 勘 定 0 354,950,750 0 0 354,950,750

計 169,469,227 354,950,750 0 50,881,288 473,538,689

401,261,870 816,582,125 0 101,762,576 1,091,355,932

（単位：円）

9,020,000

※貸倒引当金は、実積率ゼロのため計上しておりません。

賞 与 引 当 金 59,748,000 64,220,000 59,748,000

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 7,000,000 2,790,000 770,000

64,220,000

退 職 給 付 引 当 金 77,904,692 6,835,201 91,344 84,648,549

固

定

資

産

無

形

合　計

２．引当金の明細 （単位：円）

科　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

１．固定資産の取得および処分ならびに減価償却の明細

償却累計率

固

定

資

産

有

形

77.0%

92.9%

51.4%

-

64.5%
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３．販売費および一般管理費 
 科 目 計 画 実 績 増 減   科 目 計 画 実 績 増 減 

内 部 監 査 費 計 1,160,000 906,662 △253,338   役 員 報 酬 9,700,000 9,700,000 0 

 経 営 企 画 費 計 9,910,000 7,601,598 △2,308,402     社 員 給 与 434,848,000 436,877,538 2,029,538 

  業 務 費 3,800,000 1,627,861 △2,172,139     受入管理分担金 △9,000,000 △9,000,000 0 

  業 務 委 託 費 18,000,000 12,262,122 △5,737,878    給給 与与 手手 当当  425,848,000 427,877,538 2,029,538 

 業業 務務 費費 計計 21,800,000 13,889,983 △7,910,017    法 定 福 利 費 77,351,000 78,606,865 1,255,865 

    設 計 費  18,036,000 15,063,720 △2,972,280    厚 生 費 2,398,000 3,127,979 729,979 

  業 務 委 託 費 0 0 0    賞 与 引 当 金 繰 入 63,043,000 64,220,000 1,177,000 

 設設 計計 費費 計計 18,036,000 15,063,720 △2,972,280    役員退職慰労引当金繰入 2,810,000 2,790,000 △20,000 

  開 発 費 18,680,000 9,301,133 △9,378,867    退 職 給 付 費 用 25,975,000 26,831,201 856,201 

  業 務 委 託 費 76,280,000 76,009,313 △270,687   人人 件件 費費 計計  597,425,000 603,453,583 6,028,583 

 開開 発発 費費 計計  94,960,000 85,310,446 △9,649,554    研 修 教 育 費 9,011,000 7,348,853 △1,662,147 

  運 用 費 2,776,000 2,273,634 △502,366    旅 費 交 通 費 5,375,000 4,867,905 △507,095 

  輸 送 費 2,116,000 1,981,240 △134,760     通 信 費 1,928,000 1,698,625 △229,375 

    業 務 委 託 費 192,019,000 186,107,560 △5,911,440     図 書 費 1,878,000 1,836,536 △41,464 

 運運 用用 費費 計計 196,911,000  190,362,434  △6,548,566      印 刷 消 耗 品 費 1,902,000 2,972,000 1,070,000 

 営営 業業 所所 費費 計計 17,888,000 13,533,192 △4,354,808     消 耗 備 品 費 3,575,000 8,625,443 5,050,443 

事事 業業 直直 接接 費費 計計 336600,,666655,,000000 332266,,666688,,003355 △△3333,,999966,,996655    事事 務務 費費 計計  9,283,000 15,132,604 5,849,604 

          会 議 費 307,000 1,877,762 1,570,762 

          食 糧 費 2,440,000 2,359,842 △80,158 

          接 待 交 際 費 510,000 217,732 △292,268 

        交交 際際 費費 計計  3,257,000 4,455,336 1,198,336 

          水 道 光 熱 費 20,588,000 21,007,766 419,766 

          事 務 所 賃 借 料 74,026,000 73,828,106 △197,894 

          住 宅 賃 借 費 1,890,000 8,953,310 7,063,310 

          減 価 償 却 費 430,000 0 △430,000 

         施施 設設 費費 計計  96,934,000 103,789,182 6,855,182 

         諸 税 負 担 金 27,396,000 25,639,169 △1,756,831 

         雑 費 2,995,000 2,902,611 △92,389 

        一一 般般 管管 理理 費費 計計  154,251,000 164,135,660 9,884,660 

       事事 業業 管管 理理 費費 計計  776611,,552266,,000000  777777,,228899,,224433  1155,,776633,,224433  

       合合 計計  11,,112222,,119911,,000000  11,,110033,,995577,,227788  △1188,,223333,,772222  

 

４．その他の重要な事項     該当ありません 
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